平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 新 生活福祉資金貸付事業推進事務費補助金（定額分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課　地域福祉係　電話番号：058-272-8261(直通)
　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：　 12,799千円
（現計予算額：　　　0千円　　　補正後予算額：12,799千円）

	要求内容


	１　要求の内容


生活福祉資金貸付事業の実施に要する事務経費については、従来から国庫補助対象となっているところであるが、平成２１年の総合支援資金の創設及び平成２３年の東日本大震災の発生により、全国的に貸付件数が急増したため、貸付後の対応（償還指導等）を強化する必要が生じている。
そのため、償還指導に必要な人員配置や督促通知などの滞納債権の償還に関する取組に対する経費について、平成２４年度は補助率を引き上げた上で従来の補助とは別枠で補助対象とすることとされた。
　県としては、滞納債権管理職員の設置など、岐阜県社会福祉協議会が、滞納債権の回収に対する取組を強化するための経費について補助する。
　　・補助先　岐阜県社会福祉協議会

　　・補助率　10/10（セーフティネット支援対策等事業費補助金）
	２　所要経費


・生活福祉資金貸付事業推進事務費補助金（定額分）12,799千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　　－
	２　これまでの取組状況


○過去の生活福祉資金の貸付実績（岐阜県社会福祉協議会）
　　平成１９年度　114件　 69,331千円
　　平成２０年度　213件　118,105千円
　　平成２１年度　859件　323,038千円

　　平成２２年度　987件　340,879千円

　　平成２３年度　509件　160,476千円

　生活福祉資金の貸付は、総合支援資金が創設された平成２１年度以降、件数・金額ともに急増している。本年度以降、滞納債権（償還期限が到来していないものであっても償還計画どおりに償還が行われていない債権を含む）が増加してくることが見込まれる。
○これまでの償還に関する取組

　・債権管理職員の配置（1名）

　・債権管理マニュアルの作成

　・市町村社協や民生委員との協働

　・悪質滞納者への法的措置の実施

　　平成２３年度・・・民事調停0件　民事訴訟0件　支払督促1,413件
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２１年度以降の生活福祉資金の貸付実績の増加から、今後償還期限を迎える債権が増加し、それに伴う滞納債権の増加も予想される。そうした中にあってもより確実な償還を確保するため、滞納債権の償還指導に係る取組の強化が必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	12,799
	12,799
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	12,799
	12,799
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


